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１ 秋田県農業研修センター(本館を除く)管理運営費
（債務負担行為）

農林政策課

指定管理者制度の導入施設である秋田県農業研修センターの生態系公園等が、平

成２５年度から新たな指定期間を迎えるに当たり、指定管理者を公募する前に指定

管理料の上限額を示す必要があることから、債務負担行為を設定する。

１ 指定管理の内容

(1) 指定管理期間

平成２５～２９年度（５年間）

(2) 指定管理施設

ア 生態系公園（観賞温室を除く）68,000㎡

イ 観賞温室 1,106㎡

ウ 育苗等施設 735㎡

エ その他施設（エントランス広場、駐車場、その他） 71,525㎡

※管理敷地面積計 141,366㎡

(3) 指定管理業務

ア 農業研修センター本館以外の施設及び設備の維持管理に関する業務

イ 植物の栽培及び管理に関する業務

ウ その他知事が必要と認める業務

２ 指定管理に向けた主なスケジュール

・債務負担行為の議決 平成２４年６月議会

・指定管理者の公募 平成２４年７月～８月

・選定委員会の開催 平成２４年９月

・指定管理者の議決 平成２４年１２月議会

・基本協定の締結 平成２５年３月

・指定管理の開始 平成２５年４月～

３ 事業主体

県

４ 債務負担行為限度額

１８０，７００ 千円（平成２５～２９年度分）
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２ 県産農畜産物安全性確保対策事業（拡充）

農業経済課

県産農産物等の安全性を確認し、県内外の消費者や販売業者にその安全性をアピ

ールするため、平成２３年度に引き続き、主要農産物等の放射性物質検査を行うと

ともに、農協等が自ら行う検査に対して支援する。

１ 事業内容

(1) 主要農畜産物安全性確認調査

県内の主要農産物等について、収穫又は出荷の開始時期に放射性物質検査を

実施し、安全性を確認する。

ア 分析機関：秋田県健康環境センター

イ 検査対象：米をはじめとする主要農産物等 １６９点

(2) 農畜産物安全性確認調査

農協や農業法人等が、自ら生産する農産物等の安全性確認のために実施する

放射性物質検査に補助する。

また、野生の山菜やきのこの安全性確認のため、直売所の開設者や管理者が

行う放射性物質検査点数を増やし、必要額について補正する。

ア 分析機関：（株）秋田県分析化学センター

イ 検査対象：米を除く農畜産物等 ３５０点（当初計画点数 ２２０点）

ウ 補 助 率：１／２以内

２ 事業主体

(1) 県

(2) 市町村、農協、農業法人、集落営農組織、直売所

３ 予算額

４１０千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 ４１０千円

４ 事業年度

平成２３～２４年度
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＜参考＞

平成２４年度における県産農産物等の放射性物質検査の状況について

農業経済課

１ 主要農産物等検査結果の概要

○ 昨年度に引き続き、「県産農産物等の放射性物質検査」、「肉用牛の全頭検査」、「農

協等が行う自主検査」の３つの柱で検査を実施している。

○ これまで、県が行う「県産農産物等の放射性物質検査」と「肉用牛の全頭検査」で

は、野生の山菜を含め、３１品目・７２６検体、農協等が行う自主検査では、３６品

目・９３検体の検査をそれぞれ実施した。

結果は、全て基準値を大きく下回っており、県産農産物等の安全性は確保されてい

る。

【県が行う検査】 平成24年6月19日現在

区 分 品目数 検体数 備 考

県産農産物等の ３０ ５１ ・農産物等 ８品目， ９検体

放射性物質検査 (精密検査） ・水 産 物 １８品目，２２検体

※詳細は別紙 ・野生山菜 ３品目， ９検体

・生 乳 １品目，１１検体

肉用牛の全頭検査 (簡易検査） １ ６７５ ・と畜頭数 ６７５頭

計 ３１ ７２６

【農協等が行う検査】 平成24年6月19日現在

区 分 品目数 検体数 備 考

農協等が行う自主検査 ３６ ９３ ・農 産 物 ２２品目，３０検体

(簡易検査） ・畜 産 物 １品目， １検体

・野生山菜 １３品目，６２検体

２ 水田土壌の検査結果

○ 県内２５市町村全てで１点ずつ検査を実施したが、結果は３．６～２８Bq/kgと、

震災前の状況（１２～５７Bq/kg（平成4～22年秋田市内））と比較し、通常レベルで

あった。
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別紙

１　農産物等（８品目、９検体）

検査日 品目 採取地 検査結果

5月16日 原木しいたけ（施設栽培） 湯沢市 4.4 Bq/kg

5月21日 アスパラガス（露地栽培） 大仙市 不検出

5月23日 菌床エリンギ（施設栽培） 由利本荘市 不検出

5月30日 菌床なめこ（施設栽培） 横手市 不検出

6月 4日 きゅうり 美郷町 不検出

6月12日 原木しいたけ（施設栽培） 大館市 3.8 Bq/kg

6月12日 菌床しいたけ（施設栽培） 横手市 不検出

6月14日 キャベツ 能代市 不検出

6月14日 おうとう［サクランボ］ 湯沢市 不検出

２　水産物（１８品目、２２検体）

検査日 品目 採取地 検査結果

4月10日 ワカサギ 潟上市
八郎潟調整池 不検出

4月18日 ヤマメ（養殖） 秋田市 1.0 Bq/kg

4月18日 イワナ（養殖） 秋田市 不検出

4月24日 ヒレグロ
（カレイ類） 男鹿市
船川港沖合 不検出

4月24日 ホッコクアカエビ 男鹿市
船川港沖合 不検出

4月25日 ヤマメ 湯沢市皆瀬川支流大谷川 不検出

4月25日 ヤマメ 湯沢市役内川支流薄久内川 11 Bq/kg

5月23日 ショウサイフグ 潟上市
天王沖合 不検出

5月23日 スズキ 潟上市
天王沖合 0.8 Bq/kg

5月25日 ヒメマス 小坂町
十和田湖 3.5 Bq/kg

5月25日 ワカサギ 小坂町
十和田湖 不検出

5月28日 マダイ 男鹿市
船川港沖 不検出

5月28日 ヒラメ 男鹿市
北浦沖 不検出

5月28日 ブリ 男鹿市
船川港沖 不検出

5月31日 ウグイ 横手市
雄物川 不検出

5月31日 ウグイ 仙北市
桧木内川 4.7 Bq/kg

6月 1日 ヤマメ 東成瀬村
成瀬川 不検出

6月 4日 クロソイ 男鹿市
船川港沖 不検出

平成24年6月19日現在

県が行う県産農産物等放射性物質検査の結果

※基準値（放射性セシウム134､137）：一般食品100Bq/kg、生乳50Bq/kg
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検査日 品目 採取地 検査結果

6月 7日 イワガキ にかほ市
象潟沖 不検出

6月 7日 マアジ 男鹿市
北浦沖 不検出

6月13日 マサバ 男鹿市船川港沖 不検出

6月14日 スルメイカ 男鹿市船川港沖 不検出

３　野生山菜（３品目、９検体）

検査日 品目 採取地 検査結果

5月15日 わらび（野生） 北秋田市 不検出

5月17日 わらび（野生） 大仙市 不検出

5月22日 わらび（野生） 湯沢市 不検出

5月28日 ねまがりたけ
（野生） 湯沢市 12 Bq/kg

6月 6日 みず〈ｳﾜﾊﾞﾐｿｳ〉（野生） 北秋田市 不検出

6月 6日 ねまがりたけ
（野生） 北秋田市 不検出

6月 7日 みず〈ｳﾜﾊﾞﾐｿｳ〉（野生） 仙北市 不検出

6月 7日 ねまがりたけ
（野生） 仙北市 8.2 Bq/kg

6月11日 みず〈ｳﾜﾊﾞﾐｿｳ〉（野生） 湯沢市 不検出

４　生乳（１１検体）

検査日 採取地 検査結果

平成24年4月10日～6月19日
県北・県南
クーラーステーション 不検出
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３ あきたを元気に！農業夢プラン実現事業（拡充）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

水田総合利用課

東日本大震災の風評被害からの回復等により、農家の投資意欲が高まっていることから、

戦略作物の生産拡大に必要な機械・施設の導入等のための助成枠を拡大する。

１ 事業内容

(1) ねぎ・アスパラガス周年出荷体制整備事業

(2) リンドウ・ダリア全国トップブランド産地育成事業

(3) あきたの園芸共同利用設備整備事業

(4) 戦略作物生産拡大対策事業

(5) 事業推進費

２ 事業主体

(1)、(2)：認定農業者、集落営農組織、農作業受託組織、認定就農者、ＪＡ等の生産部

会、ＪＡ

(3) ：認定農業者（法人）、集落営農組織、ＪＡ等の生産部会、ＪＡ

(4) ：認定農業者、集落営農組織、農作業受託組織、認定就農者、機械共同利用組

合（土地利用型作物は、認定農業者、集落営農組織、農作業受託組織に限る）

(5) ：県

３ 予算額

７０，０００千円（繰入金：農林漁業振興臨時対策基金）

負担金補助及び交付金 ７０，０００千円

４ 事業年度

平成２３～２５年度

【参考】 （単位：千円）

区 分 当 初 補正額 補正後

(1) ねぎ・アスパラガス周年出荷体制整備事業 56,000 △ 491 55,509

(2) リンドウ・ダリア全国トップブランド産地 20,000 2,624 22,624

育成事業

(3) あきたの園芸共同利用設備整備事業 91,000 △ 3,519 87,481

(4) 戦略作物生産拡大対策事業 297,500 71,386 368,886

(5) 事業推進費 500 0 500

計 465,000 70,000 535,000
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４ 地域をあげて取り組むＧＡＰ推進事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

（環境にやさしい安全安心農業体制確立事業）

水田総合利用課

ＧＡＰ（生産工程管理）に関する取組の早期定着を図るため、制度の普及や農家への指

導等を行う。

１ 事業内容

(1) 実施内容

ア ＧＡＰの普及・推進

イ チェックリストへの記入の指導と問題点の把握

ウ チェックリストの回収・入力

エ 上記ア～ウを実施するための指導体制の構築（ＪＡが実施）

オ チェックリストの内容等についての検証（県が実施）

(2) 雇用人員

２名

(3) 雇用期間

平成２４年８月～平成２５年３月

２ 事業主体

県（委託先：ＪＡ秋田しんせい）

３ 予算額

４，７８６千円（繰入金：緊急雇用創出臨時対策基金）

内 訳 ・人件費 ４，１８１千円

賃金 ３，６３８千円

通勤手当 １０４千円

社会保険料等 ４３９千円

・物件費 ６０５千円

４ 事業年度

平成２４～２５年度

５ 債務負担行為限度額

２，４２７千円（平成２５年度分）
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５ 農業生産施設復旧支援事業（拡充）

水田総合利用課

平成２４年４月３日～４日に発生した暴風による被害の拡大に伴い、農業生産施設

の復旧支援対象額が増大したことから、助成枠を拡大する。

１ 事業内容

(1) 実施内容

ア 対象者

暴風により被害を受けたことを市町村長等が認定した農業者（販売農家）等

イ 対象施設

パイプハウス（原則としてビニールのみの破損は除く）、ガラスハウス、畜

舎等

ウ 対象作目

水稲、野菜、花き、果樹、栽培きのこ類、葉たばこ、比内地鶏等

エ 補助率

１／３以内

(2) 増額内容

ア 事業対象被害額

当初：９．７億円 → 補正後：１９．５億円

イ 事業規模

当初：約２，０００棟 → 補正後：約２，９００棟

ウ 助成枠

当初：３億円 → 補正後：４．７６億円

２ 事業主体

市町村等

３ 予算額

１７６，０００千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 １７６，０００千円

４ 事業年度

平成２４年度
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６ 秋田米食味向上対策事業（新規）
【農林漁業振興臨時対策基金事業】

（あきた米品種再編・販売力強化事業）

水田総合利用課

売れる米づくりを推進するため、食味に関する内部品質を科学的に分析し、日本穀

物検定協会の食味ランキング「特Ａ」の獲得につなげるとともに、食味向上のための

栽培管理技術の確立を図る。

１ 事業内容

(1) 食味向上栽培管理技術の検討

ア 調査対象ほ場の生育・収量調査及び稲体分析

イ 食味向上研修会等の開催

(2) 米の内部品質データ解析

ア 分析機器の導入（アミロース分析器１台、アミノ酸分析器１台）

イ 米の内部成分分析（タンパク質、アミロース、アミノ酸）

ウ 主要品種の粒厚別の内部成分データと食味官能試験による解析

(3) 食味向上生育診断システムの確立（既定予算で対応）

２ 事業主体

県

３ 予算額

３９,７５０千円（繰入金：農林漁業振興臨時対策基金 ５,７５０千円）

（県 債：地域活性化事業債 ３４,０００千円）

内 訳 賃金 １，１０１千円

需用費 ３８０千円

備品購入費等 ３８，２６９千円

４ 事業年度

平成２４～２６年度

9



７ 秋田由利牛ブランドアップ支援事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

畜産振興課

秋田由利牛の産地である由利地域における販路拡大を図るため、生産・販売戦略の策定

に向けた流通実態等の調査・分析を行うとともに、認知度を向上させるための情報発信を

行う。

１ 事業内容

(1) 実施内容

ア 地域の飲食店・精肉店を対象とした流通実態等の調査

イ 調査結果の分析と生産者へのフィードバック

ウ ＨＰやブログの開設・運営による情報発信

(2) 雇用人員

１名

(3) 雇用期間

平成２４年８月～平成２５年３月

２ 事業主体

県（委託先：秋田由利牛振興協議会）

３ 予算額

２，４２４千円（繰入金：緊急雇用創出臨時対策基金）

内 訳 ・人件費 １，６８１千円

賃金 １，４０３千円

通勤手当 ５３千円

社会保険料等 ２２５千円

・物件費 ７４３千円

４ 事業年度

平成２４～２５年度

５ 債務負担行為限度額

９６６千円（平成２５年度分）
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８ 草地畜産基盤整備事業（拡充）

畜産振興課

畜産経営の効率化や規模拡大を推進するため、飼料生産基盤や施設の整備等について支

援する。特に、県の基幹牧場である西神牧場については、草地の老朽化により収量が低下

していることから、草地の整備を行うための調査設計等を実施する。

１ 事業内容

(1) 由利本荘地区（由利本荘市、大仙市、仙北市）（拡充）

県西神牧場 調査設計２２．６ｈａ、草地整備３．７ｈａ ６月補正分

(2) 北秋田２期地区（北秋田市、藤里町）

(3) 雄平地区（横手市、羽後町、東成瀬村） 当初予算分

(4) 事業計画策定事業

(5) 事務費（拡充 県西神牧場分） ６月補正分

２ 事業主体

(1)、(2)、(3)：(社)秋田県農業公社

(4) ：県

(5) ：県、(社)秋田県農業公社

３ 予算額

５，２７５千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 ５，２７５千円

４ 事業年度

(1)：平成２２～２５年度

(2)：平成２４～２７年度

(3)：平成２４～２６年度

【参考】 （単位：千円）

区 分 当 初 補正額 補正後

（１）由利本荘地区 34,446 4,811 39,257

（２）北秋田２期地区 3,080 0 3,080

（３）雄平地区 16,280 0 16,280

（４）事業計画策定事業 8,000 0 8,000

（５）事務費 6,072 464 6,536

計 67,878 5,275 73,153
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９ 漁港漁村活性化対策事業（新規）

水産漁港課

漁港や漁村において、津波等による災害の未然防止や被害の拡大防止、被災時の応急対

策に必要となる避難路と避難階段等の整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 対象地区

にかほ地区（平沢、金浦、象潟、小砂川漁港）

(2) 対象施設

避難施設（避難路、避難階段） ９カ所

(3) 負担割合

国１／２、市１／２

２ 事業主体

市町村（にかほ市）

３ 予算額

３１，０００千円（国庫補助金３０，５００千円、一般財源５００千円）

内 訳 負担金補助及び交付金 ３０，０００千円

需用費等 １，０００千円

４ 事業年度

平成２４～２６年度

【参考】対象施設及び年度別計画

全体数量 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

避難施設 ２１カ所 ９カ所 ７カ所 ５カ所

防災情報伝達施設 ６カ所 ４カ所 ２カ所

異常気象監視施設 ２カ所 １カ所 １カ所

津波ハザードマップ １ 式 １ 式

事業費（千円） 300,000 60,000 140,000 100,000

施

設

名

12



１０ 漁港災害復旧事業（拡充）
（公共災及び県単災）

水産漁港課

平成２４年４月３日～４日に発生した暴風・波浪により被害を受けた漁港及び漁港海岸
施設の復旧を図る。

１ 事業内容
(1) 公共災

被災した県管理漁港等について、国の災害復旧制度を活用し復旧を図る。
・負担割合：国２／３、県１／３

(2) 県単災
被災した県管理漁港等のうち、(1)の対象とならないものについて、県単独で復旧

を図る。
・負担割合：県１０／１０

（単位：千円）
事 業 名 当 初 ４月補正 ６月補正 合 計

漁港災害復旧事業(公共災) 100,000 － 854,000 954,000
県単漁港災害復旧事業(県単災) 4,000 33,600 47,300 84,900

合 計 104,000 33,600 901,300 1,038,900

２ 事業主体
県

３ 予算額
(1) 公共災

８５４，０００千円 （国庫補助金 ５４９，６００千円）
（県債 ３０４，４００千円）

内 訳 工事請負費 ８２４，０００千円
需用費等 ３０，０００千円

(2) 県単災
４７，３００千円 （県債 ４７，３００千円）

工事請負費 ４７，３００千円

４ 事業年度
平成２４年度

【参考】被害状況（防波堤、護岸、離岸堤などの倒壊破損等）
（単位：千円）

管内 箇所数 被害額合計 うち公共災 うち県単災
山本 29 449,000 428,000 21,000
秋田 8 91,000 87,000 4,000
由利 34 464,300 439,000 25,300
県計 71 1,004,300 954,000 50,300
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１１ 木材産業振興臨時対策事業（拡充）
【森林整備及び木材産業振興臨時対策基金事業】

林業木材産業課

素材生産の低コスト化や県産材の需要拡大を図るため、高性能林業機械の導入や木材加

工流通施設の整備等を促進する。

１ 事業内容

(1) 地域協議会運営事業

(2) 森林境界の明確化事業

(3) 高性能林業機械等導入事業 ６月補正分

森林整備作業の省力化・低コスト化を図り、間伐材を安定的に供給するため高性能

林業機械等の導入に対して助成する。

・事業量 ４６台

・補助率 １／２以内

(4) 木材加工流通施設等整備事業 ６月補正分

製材品の効率的な生産と品質・性能の向上を図るため、木材加工流通施設等の整

備に助成する。

・事業量 ８施設

・補助率 １／２以内

(5) 流通経費支援事業 ６月補正分

間伐材の利用拡大を促進するため、運搬経費に助成する。

・補助率・事業量

運搬距離 ５０ｋｍ以上：１，０００円／㎥、１４，２００㎥

運搬距離１００ｋｍ以上：２，０００円／㎥、 ４，７００㎥

２ 事業主体

(3)：林業事業体等

(4)：木材加工企業等

(5)：林業事業体等

３ 予算額

７８７，７３５千円（繰入金：森林整備及び木材産業振興臨時対策基金 787,735千円）

(3) ３７７，９６８千円

負担金補助及び交付金 ３７７，９６８千円

(4) ３８６，１６７千円

負担金補助及び交付金 ３８６，１６７千円

(5) ２３，６００千円

負担金補助及び交付金 ２３，６００千円

４ 事業年度

平成２１～２６年度

当初予算分
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１２ 種苗生産施設体制整備事業（新規）

林業木材産業課

東日本大震災により被災した海岸林等の森林を復旧するため、被災地等に供給す

る苗木の生産に必要な機械施設の導入に対し助成する。

１ 事業内容

(1) 対象機種：播種機

(2) 導入台数：２台（針葉樹用１台、広葉樹用１台）

(3) 補 助 率：１／２以内

２ 事業主体

秋田県山林種苗協同組合

３ 予算額

７５０千円（国庫補助金）

負担金補助及び交付金 ７５０千円

４ 事業年度

平成２４年度

導入予定播種機

【針葉樹用播種機】 【広葉樹用播種機】
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１３ 森林整備臨時対策事業（拡充）
【森林整備及び木材産業振興臨時対策基金事業】

森林整備課

搬出間伐の実施や路網の整備を積極的に推進することにより、森林整備と基盤整備等の
加速化を図る。

１ 事業内容
(1) 間伐事業
(2) 路網整備事業
(3) 森林・林業人材育成加速化事業 ６月補正分

県産材の安定供給を図るため、専門的かつ高度な知識を持ち、間伐や路網整
備を効率的に行える林業技術者等を育成する。

ア 「森林施業プランナー」の育成（２０人）
森林施業の集約化や、森林経営計画の作成及び実行を担う人材を育成する。

イ 「森林作業道作設オペレーター」の育成（３０人）
丈夫で簡易な作業道を作設する技能者を育成する。

ウ 「素材生産技能者等」の育成（５０人）
素材生産に必要な専門的な知識及び技術を有し、搬出間伐等を効率的に行える

現場技能者等を育成する。
・フォレストマネージャー（統括現場管理責任者 ５人）
・フォレストリーダー （現場管理責任者 ５人）
・フォレストワーカー （林業作業士 ４０人）

２ 事業主体
県 （ア及びウの委託先：秋田県森林組合連合会）

３ 予算額
５７，１１０千円
（繰 入 金：森林整備及び木材産業振興臨時対策基金 ５６，８９０千円）
（一般財源： ２２０千円）

ア ７，２１０千円
委託料 ７，２１０千円

イ ２，８４０千円
旅費、需用費、使用料及び賃借料等 ２，８４０千円

ウ ４７，０６０千円
委託料 ４７，０６０千円

４ 事業年度
平成２１～２６年度

当初予算分
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「森林・林業人材育成加速化事業（拡充）」に係る“素材生産技能者等”の育成

間伐や道づくりを効率的に行える
育成する人材の体系

素材生産技能者等の育成

◎保育作業主体の技能者から、素材生産が行える技能者へ育成
①

① フォレストマネージャーの育成 Ａ作業班 Ｂ作業班

・育成人数：５人（現場作業従事期間１０年以上） ② ②

・安全衛生推進者養成講習等の受講

③ ④ ③ ③ ③ ③

② フォレストリーダーの育成

・育成人数：５人（現場作業従事期間５年以上） ①：フォレストマネージャー（統括現場管理責任者）

・現場作業指揮者教育、はい作業主任者講習等の受講 複数の現場の統括管理者

②：フォレストリーダー（現場管理責任者）

各現場を担当する作業班長

③ フォレストワーカーの育成 ③：フォレストワーカー（林業作業士）

・育成人数：４０人（造林作業等２年以上従事） 伐倒、玉切り等を行う作業技能者

・素材生産に必要な安全教育、技能講習等の受講 ④：森林作業道作設オペレーター

丈夫で簡易な作業道を作設する作業技能者
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